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スマートシティに関する会津若松市の取組

2011年に弊社・会津若松市・会津大学の3者で連携協定を締結。将来に向けた、持続可能な街づくりを目指し、
スマートシティ計画を策定・産官学及び国からの支援を得つつ各種プロジェクトを推進。
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2012

2014

2015

2018

2013

⚫ 再エネ・省エネPJT

3.11

⚫ データプラットフォーム
⚫ 会津大学ICTセンター

⚫ デジタルプラットフォーム整備

⚫ 各サービス実証
（教育・観光・ヘルスケア等）

2019

⚫ 「スマートシティAiCT」
オープン

室井市長

2015年地域再生計画認定

2018年スマートシティ
推進総務大臣賞

産業の魅力を国内外に発信し、
優れた「技術」「人材」「資金」を誘致

地場の特性を活かしつつ、高い
競争力を持つ製品・サービスを創出

ICT/Digital を軸とした会津大学との
協業により、地域の新たな雇用につな
がる産業創出・街づくりを支援

⚫ 会津若松市でのモデル実証事業
の拡大、他自治体への横展開

Jun.2011
3者連携協定

2016

2017

⚫ 福島イノベーションセンター設立
⚫ 復興計画策定（スマートシティ計画）

現在
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ACCENTURE INNOVATIONCENTER FUKUSHIMA

NATIONALAGENDA

震災復興

地方創生

低生産性

Post Corona

BIG DATA

Smart City

Connected Industries

IoT・Platform

Analytics

API

AI/RPA

Blockchain

OPEN FLAT CONNECTED COLLABORATION  SHARE
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①AsIs ToBe
現状とありたい状態

③POC
実証検証

②Reference
参考となる成功事例
・アムステルダム（SC)
・エストニア（DG)
・デンマーク（データ集積）

④Model
設計図・仕様を公開

⑤Certification
国の政策と連携し認定・認証

⑦Expand
地方連携モデルへ

⑥Promotion
情報発信・伝道

自立分散社会

Copyright © 2021 Accenture  All rights reserved. 3

資料５



機能分散社会モデルへの挑戦

• 会津地域の先端デジタル技術やサービス実証フィールドとしての特性を活かし、地方創生モデルを推進

• 高付加価値な業務や成長産業を地方に根付かせ、競争力の高いサービスを地方から全国に向けて展開

これからの企業誘致、産業創出の方向性

方向性①
首都圏の高付加価値機能の

一部を地方へ移転

方向性②
次世代を担う産業の

地方での育成

 会津大学、復興事業を核とした
研究開発拠点の誘致、等

 将来のICT産業を見据えた新事業
創出、人財育成、等

人材の
キャリア
アップ

市場拡大に
伴う成長

これまでの産業 新たな産業を加えて育ててゆく

レトロ 新しい産業

《地方経済の方向性》

スキル・所得

高

低
運用

戦略

ソリューション

 産業の中枢が首都圏一極集中
− 新興市場の成長、他国の積極的誘致により、統括拠点が流出（特にシ

ンガポール、中国）
 地方では、工場、アウトソーシング（コールセンター等）の立地が中心

− 更なる低コストの追求のため、海外（特に中国、東南アジア）への流出が
顕著

→ 産業の空洞化、コスト削減の圧力増

 戦略
 経営企画など

 開発
 営業など

 工場
 コール
 センターなど

首都圏 地方／海外大都市

これまでの産業構造
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ICT専門大学である会津大学との連携

• 日本有数のICT専門大学である会津大学が立地しているという特色を活用するためにも、会津大学と密な連携を行い、オー
プンイノベーションによる共創、人材育成、先端ICT研究を通じて本市におけるスーパーシティを推進する。

AOI会議や社会人向けICT人材育成、都市OSのAPIに関連す
る研究等を通じて、スマートシティ会津若松に関与・支援を実施

これまでの関与・実績 今後の取組の方向性

これまでの取組に加え、産官学市民のデジタル・データを活用し
た共創の場であるAOIラボを会津大学が新たに創設し、スー
パーシティの取組と積極的に連携

データ連携基盤

共創の場『AOIラボ』=産官学市民参加＋データ利活用

研究者

学生

市民企業人

行政

会津大学、AiCT

データ利活用

Ａ
Ｏ
Ｉ
会
議

計1,880回の
開催
(2013~19)

市民ニーズを起点とした地域
課題解決を産学連携で目指
すAOI会議を実施
※METI「地域オープンイノベー
ション拠点」認定

デ
ー
タ
分
析

人
材
育
成

計1,055人の
人材輩出
(2015~20)

アクセンチュアと連携し、スマー
トシティに必要不可欠なデータ
分析人材の育成を実施

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

人
材
育
成

計967人の
人材輩出
(2015~20)

サイバーレンジ等を用いたサイ
バー攻撃/防御演習を通じて、
スマートシティに必要不可欠な
セキュリティ人材を育成

女
性
Ｉ
Ｔ

人
材
育
成

計400人の
人材輩出
(2017~20)

IT関連の就業や起業に意欲
のある女性を対象に、IT技術
の基本やプログラミングスキル
等の習得機会を提供

ロ
ボ
ッ
ト

人
材
育
成

計720人の人
材輩出
(2015~20)

標準ベースのロボットソフトウェ
ア開発を通じてハード、ソフト
双方を理解したロボットデュア
ルウェア人材を育成

+

人材
育成

先端

ICT

共創
•スーパーシティ事業での課題解決のためデータ連携基盤による
実データを活用した解決の迅速化、新たなサービス創出

•スーパシティ関連講座、ロボットソフトウェア講座やデータ連携
基盤による実データを活用した人材育成

• AiCT企業等と学生インターンシップ等の拡大

• AI,IoT,データ解析、ロボット等先端ICT研究の実用化
•知財、情報保護に関してのスーパシティモデルの検証
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スマートシティによる地域イノベーション全体像

Copyright © 2021 Accenture  All rights reserved.

地域共通キャッシュレス・ポイントインフラ・共創PF

事業成果を他地域へ展開

（医療機器） 多種多様なデータを収集・蓄積

実データを活用した人材育成

アナリティクス講座

サイバーセキュリティ講座

ロボットソフトウェア講座

AI/RPA・ディープラーニング

チャット・ロボット

NewIT人材育成
デジタル産業の集積
機能移転と地元採用

先端プロジェクトを誘致・推進

地域で
実践

地域
雇用

首長のコミットメント・市議会の理解・産官学連携体制

都市OS（DCP）＆オープン・ビッグデータプラットフォーム

APIエコノミー・オープンイノベーション

地域ネットワーク

市民・観光客・移住者・事業者
地域ID/マイナンバカード活用

女性IT人材育成講座

エネルギー

消費電力量の見える
化や太陽光発電・蓄
電池（電気自動
車）の導入と地域防
災対策との連動

観光
（インバウンド）

インバウンド向け観光
サイト「VISIT
AIZU」等を活用した
データに基づいたデジ
タル観光施策の推進

ヘルスケア

健診データやウェアラ
ブルデバイスを活用し
た健康状況の見える
化や健康意識の向上
と行動変容の促進

教育

学校等のデータ連携
による個々に合った
ラーニングサービスの
提供。遠隔教育によ
る子どもたちの学びの
充実

食・農業

IoT農業推進による
生産性向上、生産量
と質の確保、若手の
雇用確保

ものづくり
（Industry4.0)

地域における中小製
造業の面的ICT/IoT
化に取り組み、コネク
テッドインダストリーを
推進

フィンテック

地域一体となったID
決済による地域共通
キャシュレス基盤整備。
購買データの地域で
のデータ活用

モビリティ

相乗りタクシーやダイナミッ
クルーティングバス等の
MaaSの推進、中山間地
域における自動走行ロ
ボットによる配送サービス
の提供

防災

統合GISとIoTセン
サーを組み合わせた
防災・減災体制の強
化

行政

申請手続きの簡素化、
AIを活用した24時間
365日の簡易な問合
せ対応
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人間中心の地域DXを実践 ーオプトインとパーソナライズー

7

会津DX

オプトインで個人がデータ提供し、パーソナラ
イズされたサービスを提供することで、デジタ
ルを通じた新たな付加価値を提供

オ
プ
ト
イ
ン

に
よ
る
デ
ー
タ
提
供
・
参
加

デジタルによる
双方向コミュニ
ケーション

パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ズ

さ
れ
た
サ
ー
ビ
ス
提
供

日本のIT

一人一人の情報を知るすべがなく、市民へ
の画一的なサービス提供を行っていたが、近
年多様化する市民ニーズとのミスマッチが顕
在化

標準市民想定の
サービス提供

標準市民
結婚・子ども2人・会社員 等

画
一
的
な
サ
ー
ビ
ス
提
供

台湾DX

様々な主体同士がデジタル（オプトイン＆
パーソナライズ）でつながり、個人が自立し
つつも、地域として一体感があるコミュニティ
が形成され、デジタル共助社会が実現

人間がつなが
るデジタル
共助型社会

ト
ラ
ス
ト

ト
ラ
ス
ト

トラスト

トラスト

トップダウン型 調整型

多様性社会

共働型

平均的市民社会 共働型
Copyright © 2021 Accenture  All rights reserved.
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これからは市民オプトインによる三方良しの社会構築（ESG)

8

市民による地域へのオプトインに基づくデータ提供を起点とし、地域・市民・企業にメリット・納得感がある『三方良し』
の考え方をベースとした、地域社会の実現を目指す。会津大学等のご協力をいただきながら、市民や地域企業の意見も
十分に取り込む形でのデジタルサービスの社会実装を推進する。

ディープ地域データ提供

ディープ地域データを求めて
地方への機能移転

オプトインによる
データ提供

提供したデータにより
パーソナライズされた

サービス提供

市民の主体的な
同意・参画が必要

市民

21世紀型の安心
かつ便利な生活

地域

都市OS

地域による地域のため
の地域データの活用

地域一丸となって地域持続性
を実現する新しい社会モデル

企業

医療

教育

交通・観光

etc

地域へ入り込む
21世紀型の
ビジネスモデル

地域企業

市役所 会津大学

地方銀行

LM法人 スマートシティ会津

Copyright © 2021 Accenture  All rights reserved.
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スーパーシティを実現する10のルール

人間中心の地域DXを実現するための基本的な原則として、以下の10のルールをスーパーシティ/スマートシティ会津
若松に携わるすべての主体で共通認識として持ち、遵守しながら取組を推進。多種多様な分野の取組を並行して推進
する上で、地域で共通ルールを持っていることが、総花的なバラバラな取組とならず、地域として一体性を持った取組
となるために重要。

1. 市民として市民が望む社会を実現するためのサービスを考えること

4. デジタルを活用した新たな公共・ガバナンスを構築し透明性を担保すること（デジタル民主主義）

9. デジタル（STEAM）人材を地域で育成・活躍すること

10. 持続可能性社会（SDGs）に向けた取組を推進すること

5. サービスごとに三方良しのルールでデザインすること

6. データやシステムは地域の共有財産とし、競争は常に付加価値で行うこと

7. 行政単位ではなく、生活圏でデザインすること

8. 都市OSを通じて、地域IDとAPIをベースとしたシステム連携を遵守すること

2. データはそもそも市民個人のものであるという前提の上で、オプトインを徹底すること

3. DXによるパーソナライズを徹底すること

人間中心

DXの基本的
な考え方

デジタル
社会像

サービス
デザイン指針

地域の持続・
発展性

スーパーシティを実現する10のルール

10のルールを共有できるパートナーを選定した体制でスマートシティ／スーパーシティを推進すること

9
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地域への深いコミットメントを実現しているパートナー企業

2011年以降の9年間のスマートシティの取組を通じて形成された地域ビジョンを理解・共感し、地域と密に連携してス
マートシティ関連事業に取り組むために市内への機能移転済みのAiCT入居企業が本市の中心的パートナーとなり、スー
パーシティを推進する。

Ⅰ 概要

10

事業等を通じて本市
と関わりのある企業

スマートシティ等に
関心のある企業

地域ビジョンに
賛同する企業

地
域
へ
の
深
い
コ
ミ
ッ
ト
を
実
現
し
て
い
る

Ａ
ｉ
Ｃ
Ｔ
企
業
を
中
心
に
ス
ー
パ
ー
シ
テ
ィ
を
推
進

地
域
ビ
ジ
ョ
ン
の

理
解
・
共
感

市
内
へ
の
機
能
移
転
を

実
現
済

地

域

外

の

多

種

多

様

な

企

業
スマートシティや地方創生
に関心があるかどうか？

三方良しやオプトイン原則
等に賛同しているか？

本市へ機能移転し、地域と
密連携して進めるか？

フィルタリング

フィルタリング

フィルタリング

数百社 数十社 36社

ICTオフィスビル AiCT

機能移転を実現し、
AiCTに入居する企業

資料５
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データの取扱いに関するガバナンス体制

三方良しの考え方のもとに、地域に自身のデータをオプトインすることによる地域参画を実現することを目的として、個
別企業によるデータ利活用ルール決定・データ管理（GAFAモデル）ではなく、スマートシティに主体的に関与する地域
企業で構成されるスマートシティ推進団体※へのオプトイン型のデータ提供を行う体制とする。

Ⅰ 概要

•データ流通・管理・利活用に関する基本方針を、広
く関係者の意見を聞きながら決定

例：オプトインを基本とすること／
都市OSを通じたデータ流通を基本とすること など

•スマートシティ推進団体に対し、基本方針に基づく都
市OS運営を求めるとともに、必要に応じて是正措置
を実施

•スーパーシティ推進団体を中心とした、スマートシティ
会津若松を推進する企業群で構成
•市民等の意見を踏まえて市が決定した基本方針に
基づき、都市OSや共通サービス※について運用

※デジタルデバイド対策/本人確認/ベースレジストリ/
地域通貨・ポイントPF/モビリティPFなどを必要に応じて運用

会
津
大
学

ス
ー
パ
ー
シ
テ
ィ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

会津若松市

スマートシティ推進団体

意見交換

意見交換

選挙・住民
投票 など

基本方針に基づく、
都市OS構築・運用指示

（必要に応じて）
是正措置の実施

オ
プ
ト
イ
ン
に
よ
る
デ
ー
タ
提
供

（
個
人
の
意
思
に
よ
る
デ
ー
タ
管
理
）

アドバイス

アドバイス
監査

監査

連携

都市MS

都市OS

•データ提供かつサービス利用の当事者として、積極的
に意見交換するとともに、選挙等を通じた監視を実
施
•都市OSを運営するスマートシティ推進団体に、自身
のデータをオプトイン型で提供

方針決定

運営・運用

AiCT企業 地元企業

アーキ
テクト

防災WGヘルスケアWG

地域通貨WG

行政WG

モビリティWG ・・・

※ スーパーシティ決定後に国の方針等に則って適切に選定する想定

市民
有権者
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スマートシティからスーパーシティへ ～共助型分散社会の実現～
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